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公調委平成２５年（ゲ）第４号

仙台市における土壌汚染・水質汚濁被害原因裁定申請事件

裁 定

（当事者省略）

主 文

申請人の被申請人らに対する本件各裁定申請をいずれも棄却する。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求める裁定

１ 申請人

申請人が，別紙１物件目録１，２記載の各土地（以下「申請人土地」とい

う。）で行った事業活動等（給油所事業，給油所解体及び浄化工事）は，いず

れも，別紙１物件目録３ないし５記載の各土地（以下「被申請人ら土地」とい

う。）のベンゼン及びガソリンを主体とする土壌汚染及び水質汚濁（以下「本

件汚染」という。）の原因ではない。

２ 被申請人ら

主文同旨

第２ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は，申請人が，申請人土地及び被申請人ら土地（以下「本件各土地」と

いう。）の土壌汚染及び水質汚濁の状況等に照らし，申請人土地の汚染が地下

水流等に逆らって被申請人ら土地に汚染をもたらすことはあり得ず，むしろ，

被申請人ら土地の汚染は同所に存在する別の汚染源によるものであるとして，

被申請人ら土地における土壌汚染対策法所定の基準値を超えるベンゼン（土壌

及び地下水とも０．０１㎎／Ｌ。以下「基準値」という。）及びガソリンを主

体とする物質（以下「汚染物質」ということがある。）による土壌汚染及び水

質汚濁は，申請人土地における申請人の事業活動等に起因するものではないと
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主張し，その旨の原因裁定を求める事案である。

２ 前提事実（当事者間に争いがないか，掲記の証拠等により容易に認められる

事実）

⑴ 当事者及び本件各土地等に係る経過

ア 申請人〔甲１の１ないし４，甲５，審問の全趣旨〕

（ｱ） 申請人は，石油類の精製，販売等を行う株式会社である。

（ｲ） 申請人は，昭和５７年４月５日，申請人土地を買い受け，同土地に本

件給油所の営業に必要な各種施設を設置・建設した。なお，同日以前に

同土地が油類で汚染されたことをうかがわせる事情は認められない。

申請人は，申請人土地の北東部に，約８ｍの杭を２１本打って基礎を

造り，その上に鉄骨平屋建ての油脂庫，機械室，リフト室，販売室，従

業員室及び便所などを備えた建物を建設した。また，申請人土地中央部

には，地下約３ｍの位置に容量１０ｋＬのタンク５本，容量２ｋＬのタ

ンク１本から成る地下タンクが設置され，地下約１ｍの位置に地下タン

クと給油口を結ぶ配管が設置された。さらに，給油所の土間には，厚さ

２，３０㎝のコンクリートが敷設された。これらの施設の位置関係はお

おむね別紙２記載のとおりである。

（ｳ） 申請人は，昭和５７年１０月頃，本件給油所の営業を開始し，平成１

３年５月頃，同営業を廃止した。

（ｴ） 申請人は，平成１５年６月１３日，株式会社ａａに本件給油所の解体

工事（以下「本件解体工事」という。）を発注した。

同社及びその下請業者のｂｂ株式会社は，同年８月頃，本件給油所の

建物を解体し，土間に敷設されたコンクリートを除去した上で，コンク

リート基礎を撤去し，杭を抜き，地下タンクや配管を撤去して土を埋め

戻し，最後に申請人土地全体に砂利を入れて整地した。

イ 被申請人ら〔甲２の１ないし４の２，甲５，６，乙１，審問の全趣旨〕
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（ｱ） 被申請人ｃｃは，別紙１物件目録３記載の土地（以下「ｃｃ土地」と

いう。）を，被申請人ｄｄは，別紙１物件目録４記載の土地（以下「ｄ

ｄ土地」という。）をそれぞれ所有し，被申請人ｅｅ，同ｆｆ，同ｇｇ

は，別紙１物件目録５記載の土地（以下「ｅｅ土地」という。）をそれ

ぞれ共有している。

（ｲ） 被申請人ら土地は，昭和５５年頃までは田として利用されていたが，

同年８月１０日に田から宅地に地目が変更され，以降，建売住宅付き分

譲地として開発が行われた。宅地利用開始から現在までの経過は以下の

とおりである。

ａ ｃｃ土地には，昭和５５年１２月１５日に木造スレート葺２階建て

の居宅が建築され，現在に至っている。

ｂ ｄｄ土地には，昭和５５年１１月１０日に木造瓦葺２階建ての居宅

が建築されたが，平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖

地震により大規模半壊の被害を受けたため，同年１１月下旬に取り壊

され，現在は更地となっている。

ｃ ｅｅ土地には，昭和５５年１１月１０日に木造スレート葺２階建て

の居宅が建築され，現在に至っている。

ウ 本件各土地の位置関係等〔甲５，職１，審問の全趣旨〕

本件各土地は，別紙２記載のとおり，雨水排水路（以下「本件排水路」

という。）を挟んで南北に位置している。

本件排水路は，昭和５５年頃までは農業用排水路（土側溝）として利用

されていたが，同年に被申請人ら土地が宅地化されたことに伴い，雨水排

水路として整備された。整備された雨水排水路は深さ６０cm程度のＵ字溝

であり，整備に際して地下１ｍ程度まで掘削され，埋土が入れられた。

⑵ 本件裁定申請に至る経緯

本件裁定申請に至る経緯は以下のとおりである（なお，本件各土地の具体
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的な汚染状況については後に詳述する。）。

ア 申請人は，本件給油所の営業廃止後の平成１９年２月，申請人土地につ

き，土壌汚染の有無の把握を目的とする調査を行った。〔甲１０，審問の

全趣旨〕

イ 上記調査の結果，申請人土地の土壌から基準値を超えるベンゼンが検出

されたため，申請人は，平成１９年１２月，平成２０年３月及び同年４月，

申請人土地の土壌及び地下水について，土壌汚染対策の範囲及び方法の検

討を目的とする調査を行った。そうしたところ，申請人土地中央部から北

東部にかけてベンゼン及びガソリンを主体とする土壌汚染及び水質汚濁が

生じていることが判明したため，申請人は，平成２０年８月から平成２１

年６月にかけて，申請人土地の土壌汚染及び水質汚濁の浄化工事を行った。

なお，申請人土地中央部の土壌汚染及び水質汚濁の原因が，申請人土地の

地下に設置されていた地下タンクと給油口を結ぶ配管等からのガソリンの

漏えいにあることについては，当事者間に争いがない。〔甲１１，１２，

１７ないし２８，審問の全趣旨〕

ウ 仙台市は，申請人土地でベンゼン及びガソリンを主体とする土壌汚染及

び水質汚濁が確認されたことを受け，平成２０年１１月から１２月にかけ

て，被申請人ら土地の南側敷地境界付近に接する本件排水路の土壌及び地

下水の調査を行ったところ，基準値を超えるベンゼンによる土壌汚染及び

水質汚濁が確認されたため，平成２１年６月１７日，公害等調整委員会に

対し，申請人を相手方として，本件排水路のベンゼンによる土壌汚染及び

水質汚濁の原因は申請人土地における事業活動又は給油所解体工事による

ものであるとの裁定を求める原因裁定申請を行った（公調委平成２１年

（ゲ）第３号仙台市における土壌汚染・水質汚濁被害原因裁定申請事件）。

〔甲５，審問の全趣旨〕

エ 上記原因裁定申請事件の裁定委員会は，平成２３年４月１８日，本件排
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水路のベンゼンによる土壌汚染及び水質汚濁の原因が申請人土地における

事業活動に起因すると認められる旨の裁定（以下「前件裁定」という。）

を行った。〔甲５〕

オ 申請人は，前件裁定を受け，平成２３年１１月から１２月にかけて，本

件排水路周辺の汚染範囲の確認や浄化工事の方法を検討するため本件排水

路及び被申請人ら土地等の調査を行ったところ，ｄｄ土地を中心とする本

件汚染が確認された。〔甲５，１３，審問の全趣旨〕

カ 申請人は，平成２４年１月，上記オの調査よりも更に調査箇所及び範囲

を広げて本件排水路及び被申請人ら土地等の調査を行い，これらの調査結

果を踏まえて，平成２５年２月２２日，本件裁定申請を行った。〔甲１４，

審問の全趣旨〕

３ 当事者の主張

（被申請人らの主張）

⑴ 申請人土地中央部から被申請人ら土地への汚染物質の移流拡散の可能性

水よりも軽い油などが原液状で地下に浸透した場合，地下水上面で山型に

盛り上がった形状となり，地下水の流向にかかわらず四方に広がることがあ

るところ，本件各土地の動水勾配は極めて小さく，その流れは非常に遅いと

考えられることから，本件ではかかる機序で汚染物質の移流拡散が生じた可

能性がある。そして，実際に申請人土地中央部から被申請人ら土地にかけて

は土壌汚染及び水質汚濁が連続して確認されている。

また，地下水位は降雨や季節的な変化等の自然現象によって変動するもの

であり，被申請人ら土地の西方にはｈｈ川が流れ，その伏流水による影響も

受けることから，申請人の主張するように特定の流向が存在するとはいえな

い。本件各土地においては，これらの自然条件や申請人土地において行われ

た本件給油所の解体及び浄化工事といった人為的条件による移流拡散の可能

性が十分に考えられる。
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⑵ 他原因（ｄｄ土地における汚染源）の存否

被申請人ら土地やその周辺では，申請人土地での本件給油所の営業等の申

請人の事業活動を除き，ベンゼンあるいはベンゼンを含有するガソリンを使

用した事業活動が行われたことはない。

また，本件各土地の汚染状況を見ても，本件排水路を介した一体的な汚染

状況が示されており，ｄｄ土地に他の汚染源が存在していたことをうかがわ

せるような状況は認められない。

よって，他原因は存在しない。

（申請人の主張）

⑴ 申請人土地中央部から被申請人ら土地への汚染物質の移流拡散の可能性

ア 申請人土地中央部から被申請人ら土地まで汚染物質が拡散したのであれ

ば，その間に位置する場所に汚染が連続して生じるはずであるが，そのよ

うな汚染状況は認められない。

申請人土地の土壌汚染は敷地全体に及んでいるものではなく，特定の２

か所，すなわち，申請人土地中央部付近の地下１ｍから６ｍ付近（特にベ

ンゼン濃度が高かったのは地下２ｍ及び地下４ｍ）と北東部付近の地下６

ｍ付近を中心とするものであり，水質汚濁についてもおおむね同じ場所で

確認されている。このうち，申請人土地中央部の土壌汚染及び水質汚濁に

ついては，給油口から地下タンクをつなぐ配管等から何らかの理由により

ガソリンが漏えいしたことが原因であるが，他方，申請人土地北東部の土

壌汚染は，地下６ｍ付近のみから突如として基準値を超えるベンゼンが検

出されたというものである。申請人は，申請人土地取得後，直ちに，同土

地北東部に鉄骨平屋建ての機械室，リフト室，販売室及び従業員室等を備

えた建物を建設しており，北東部においてはガソリンが漏えいする原因が

ない。

仮に，申請人土地北東部において何らかの原因によりガソリンが漏えい
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したとすれば，ガソリンは地上から地下に向かって徐々に拡散していくは

ずであるが，北東部では地下６ｍ付近の土壌からのみ基準値を超えるベン

ゼンが検出されており，それより上部ではほとんどベンゼンが検出されて

いない。また，申請人土地中央部の汚染が申請人土地北東部に及んだこと

をうかがわせる汚染状況も認められない。

したがって，申請人土地北東部の汚染は，申請人土地中央部の汚染物質

が移流拡散したものではない。

イ 申請人土地の地下水は西北西から東南東に向かって流れており，申請人

土地の土壌汚染が被申請人ら土地に向かって移流拡散するとは考えられな

い。

ウ 本件各土地の地盤は，地下５ｍまでは粘性土を主体とした土層（以下

「上部粘性土層」という。）が占め，地下５ｍ以深は砂質土及び砂れきを

主体とした砂質土層（以下「下部砂質土層」という。）が占めるという二

層構造になっているところ，申請人土地の土壌汚染は，上部粘性土層に高

濃度のベンゼンが存在する一方で，下部砂質土層ではより低濃度のベンゼ

ンしか検出されておらず，申請人土地北東部及び本件排水路では地下６ｍ

地点でのみ土壌汚染が確認されている。そして，申請人土地の地下水位は

上部粘性土層と下部砂質土層との界面に存在している。

他方，被申請人ら土地では，ｄｄ土地の中央部の上部粘性土層から基準

値の１００倍を超える高濃度のベンゼンが検出されている一方，下部砂質

土層からは最大でも基準値の約７０倍程度のベンゼンしか検出されなかっ

た（別紙９記載の追Ｂ－５参照）。

そうすると，汚染物質が，申請人土地北東部及び本件排水路から被申請

人ら土地に向かって地下水上面を水平方向に移流拡散し，更にそこから被

申請人ら土地の上部粘性土層に達するには，地下水流に反して移流拡散し

たガソリンが重力に逆らって地下水上面から上昇し，上部粘性土層を浸透
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して地下１ｍ付近の表層部まで達し，しかも，下部砂質土層のベンゼン濃

度よりも上部粘性土層のベンゼン濃度の方が高濃度にならなければならな

いが，このような現象はおよそ起こり得ない。

エ 申請人土地中央部の汚染物質が被申請人ら土地に移流拡散したと考えた

場合，汚染物質が申請人土地中央部から同心円状に移流拡散するのではな

く，被申請人ら土地に向かって帯状に北上し，拡散していったことになる

が，そのような事象が生じる可能性を示す証拠は一切ない。

⑵ 他原因（ｄｄ土地における汚染源）の存否

本件各土地の汚染状況からすると，本件汚染は，ｄｄ土地の中央部の上部

粘性土層に存在した汚染源が原因で生じたものといえる。

ア 上記⑴のとおり，被申請人ら土地では，ｄｄ土地の中央部の上部粘性土

層から基準値の１００倍を超える高濃度のベンゼンが検出されている一方

下部砂質土層からは，最大でも基準値の約７０倍程度のベンゼンしか検出

されなかった（別紙９記載の追Ｂ－５参照）。また，被申請人ら土地の土

壌汚染は，東西方向がｃｃ土地の東部からｄｄ土地の東部まで，南北方向

が，上部粘性土層につき，被申請人ら土地の北側敷地境界からｄｄ土地の

中央部やや南側まで，下部砂質土層につき，被申請人ら土地の北側敷地境

界から本件排水路までの広範囲にわたっていた。さらに，地下水の水質汚

濁については土壌汚染よりも広い範囲で確認されているが，やはり土壌汚

染と同様に，ｄｄ土地の中央部（別紙８記載のＢ－８参照）で高濃度のベ

ンゼンが検出され，この地点を中心に南方向に拡散している状況が確認さ

れている。

これらの事実からすると，ｄｄ土地の汚染状況は，ｄｄ土地の中央部付

近の上部粘性土層内の高濃度のベンゼンが，徐々に濃度を下げながら地下

に浸透し，四方に拡散していると評価できる。

したがって，ｄｄ土地の上部粘性土層には汚染源の存在が推認でき，本

，
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件汚染は，同所から地下に浸透・降下した汚染物質が地下水面に達した後，

地下水流により下部砂質土層上面付近を水平方向に広がって生じたものと

考えられる。

なお，ｄｄ土地中央部南寄り（別紙１０記載のＢＢ－３参照）の地下１

ｍの土壌から軽油及び残油成分が検出されていること並びに同土地中央部

北寄り（別紙１０記載のＢＢ－１参照）の地下４ｍの土壌から軽油成分が

検出されていることに照らすと，ｄｄ土地の汚染源は，ｄｄ土地が宅地化

される以前の昭和５４年から５５年にかけて，ガソリンを含む廃油等が廃

棄・埋設されたことによるものと考えられる。

イ 他方，申請人土地北東部では，汚染の原因となるような申請人の事業活

動が行われていないこと，被申請人ら土地の地下水は申請人土地に向かっ

て流れていることからすると，申請人土地北東部の汚染は本件汚染を原因

とするものであるといえる。

ウ 以上によれば，本件汚染は，申請人土地中央部の汚染を原因とするもの

ではなく，ｄｄ土地の中央部の上部粘性土層に存在した汚染源によって生

じたものであって，他原因によるものといえる。

第３ 当裁定委員会の判断

１ 認定事実

上記前提事実，掲記の証拠及び審問の全趣旨によれば以下の事実が認められ

る。

⑴ 本件各土地等における汚染状況の調査等

ア 申請人土地（平成１９年２月）〔甲１０〕

申請人は，平成１９年２月，ｉｉ株式会社に委託して，申請人土地の土

壌のベンゼン，鉛及び油分の有無の把握を目的とする調査を行った（以下

「平成１９年２月調査」という。）。その方法及び結果は以下のとおりで

ある（ただし，鉛に関するものを除く。）。なお，ベンゼンはガソリンに
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含まれる成分の一つである。

（ｱ） 方法

申請人土地８か所においてボーリングを行って土壌を採取し，ベンゼ

ン及び油分の定量分析を行った。定量分析の方法は，ベンゼンにつきヘ

ッドスペース－ガスクロマトグラフ質量分析法（ＪＩＳＫ０１２５．５．

２。以下「ＨＳ－ＧＣ法」という。），油分につき赤外線分析法であっ

た。

調査地点はおおむね別紙３記載のとおりである（なお，以下で用いる

調査地点の表記は，調査時期が異なるものであっても，表記が同じであ

れば同じ地点を指している。）。

（ｲ） 結果

別紙３記載のとおりであり，全体の傾向としては，Ｎｏ１ないしＮｏ

５の地下１ｍから２ｍにかけて油汚染が広がっていることが認められた。

さらに，Ｎｏ１の地下３ｍと地下４ｍ，Ｎｏ３の地下４ｍの土壌では油

臭が認められた。

イ 申請人土地（平成１９年１２月）〔甲１１〕

申請人は，平成１９年１２月，ｊｊ株式会社に委託して，申請人土地の

土壌及び地下水について，ベンゼンの平面及び深度方向の分布状況の把握

を目的とする調査を行った（以下「平成１９年１２月調査」という。）。

その方法及び結果は以下のとおりである。

（ｱ） 方法

申請人土地１１か所においてボーリングを行い，そのうちの一部にお

いて土壌又は地下水を採取し，それぞれにつきベンゼンの定量分析を行

った。なお，土壌については，可搬型の光イオン化検知器付きガスクロ

マトグラフ分析機（以下「ＧＣ－ＰＩＤ」という。）を用いた現地での

分析とＨＳ－ＧＣ法による室内での分析が併用され，地下水については
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ＨＳ－ＧＣ法が用いられた。

調査地点はおおむね別紙４記載のとおりである。

（ｲ） 結果

別紙４記載のとおり（ただし，土壌につき現地分析，室内分析両方の

結果が存在するものについては，室内分析結果を記載し，現地分析結果

しか存在しないものについては，希釈操作なしの参考値を除いてこれを

記載した。）であり，土壌については，平成１９年２月調査と同様，Ｎ

ｏ１，２，３を中心とした油汚染が認められ，特にＮｏ１周辺では地下

８ｍまでベンゼンが検出された。また，地下水については，地下水を採

取した地点全て（Ｎｏ１，１－３，２，３）においてベンゼンが検出さ

れた。

ウ 申請人土地（平成２０年３月及び４月）〔甲１２〕

申請人は，平成２０年３月，ｋｋ株式会社に委託して，申請人土地の土

壌汚染対策の範囲及び方法を検討するための情報取得を目的とする調査を

行い，さらに同年４月，その結果を踏まえた追加調査を行った（以下，こ

れらの調査を併せて「平成２０年３月調査」という。）。その方法及び結

果は以下のとおりである。

（ｱ） 方法

ａ 平成２０年３月

申請人土地５か所においてボーリングを行い，全地点で地下水を採

取し，また，１か所で土壌を採取し，ＨＳ－ＧＣ法によりベンゼンの

定量分析を行ったほか，ベンゼンが検出された深度付近の土壌を対象

に水素炎イオン化検出器付きガスクロマトグラフ（以下「ＧＣ－ＦＩ

Ｄ」という。）を用いた油種分析を行った。さらに，３か所で地下水

流向の調査を行った。

調査地点はおおむね別紙５記載のとおりである（地下水流向の調査
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はＷ－１，４，６にて実施。）。

ｂ 平成２０年４月

申請人土地９か所においてボーリングを行い，全地点で土壌及び地

下水を採取し，ＧＣ－ＰＩＤとＨＳ－ＧＣ法を併用して，ベンゼンの

定量分析を行った。

さらに，土壌についてはベンゼンが検出された深度付近にて，ＧＣ

－ＦＩＤを用いた油種分析を行い，地下水については，ボーリング孔

内の油層厚の計測を行った。

調査地点はおおむね別紙５記載のとおりである。

（ｲ） 結果

土壌及び地下水のベンゼン濃度，孔内水位，油層厚は別紙５記載のと

おりであり，土壌のベンゼンについては，ＴＢ－３ないし７で地下１ｍ

から３ｍの比較的地表に近い深度でもベンゼンが検出された一方で，Ｗ

－１，ＴＢ－２，８では４ｍ以深でしかベンゼンが検出されなかった。

また，ＴＢ－１の土壌のベンゼンは定量下限値未満であった。

地下水については，Ｗ－２，３，５を除き，いずれの地点からもベン

ゼンが検出され，特にＷ－１，Ｗ－１’，ＴＢ－２，ＴＢ－４ないし７

では１．５㎎／Ｌから６．７㎎／Ｌと高値を示した。

油層厚の計測を行ったＷ－１’，ＴＢ－１ないし８では，測定限界値

（０．０１ｍ）未満であったＴＢ－１，３，５を除き，いずれの地点か

らも油層厚が確認され，特に，ＴＢ－２は１．０ｍ，ＴＢ－４，６は０．

５ｍと厚かった。

ＧＣ－ＦＩＤによる油種分析は，ＴＢ－２，４，６ないし８で，ガソ

リンに類似するとの結果が得られ，ＴＢ－１ではエンジンオイルに類似，

ＴＢ－３，５では油分が少なく判定不能との結果であった。

地下水流向の調査については，おおむね申請人土地を北西から南東方
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向に流れているとの結果が得られたが，各調査地点の水位差はＫＢＭ

（仮ベンチマーク）基準で最大０．０３２ｍ，動水勾配は最大で５００

分の１であり，地下水の動きは非常に小さいものであった。

エ 申請人土地における浄化工事〔甲１７，２１，２５ないし２８〕

（ｱ） 申請人は，平成２０年８月頃，ｌｌ株式会社に委託して（ただし，同

社は更にｋｋ株式会社に再委託した。），申請人土地の浄化を行うこと

とし，申請人土地において，土壌ガスの吸引，エアースパージング，地

下水の揚水及び土壌の掘削除去を内容とする対策工事（以下「本件浄化

工事」という。）に着手し，同月７日，申請人土地に仮囲いを設置した。

（ｲ） その後，申請人土地では，平成２０年８月２２日から，別紙６記載の

とおり，同土地北東部を起点として，長さ９ｍの鋼矢板の打設が開始さ

れたが，同月３０日，近隣住民から前日に申請人土地から異臭がしたと

の連絡があり調査したところ，前日の大雨と鋼矢板の打設による影響で

異臭が生じたことが疑われたため，鋼矢板の打設は，別紙６記載の赤線

で示した部分まで実施された状態で中止され，以降，平成２１年１月ま

で本件浄化工事は中断された。

オ 本件排水路（平成２０年１１月から１２月）〔甲５〕

仙台市は，平成２０年１１月１日から１２月２６日にかけて，本件排水

路の土壌及び地下水の汚染状況の調査を行った（以下「平成２０年１１月

調査」という。）。その方法及び結果は以下のとおりである。

（ｱ） 方法

本件排水路４か所においてボーリングを行い，全地点で土壌及び地下

水を採取し，それぞれＨＳ－ＧＣ法によるベンゼンの定量分析を行った。

また，地下水については，ボーリング孔内の油層厚の計測を行ったほか，

１か所で油層を採取し，ＧＣ－ＦＩＤによる油種分析を行った。

調査地点はおおむね別紙７記載のとおりである。
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（ｲ） 結果

土壌及び地下水のベンゼン濃度，孔内水位，油層厚は別紙７記載のと

おりであり，土壌のベンゼンについては，Ｓ－３，４では検出されず，

Ｓ－１でも地下７．０ｍでしか検出されなかったが，Ｓ－２では，地下

５ｍから１０ｍにかけて検出され，特に，地下５ｍ，６ｍでは高濃度で

あった。

地下水については，Ｓ－４を除き，いずれの地点からもベンゼンが検

出され，Ｓ－２は９．６㎎／Ｌ，Ｓ－３は２．７㎎／Ｌと高値を示した。

油層厚は，Ｓ－２，３で確認されたところ，いずれも約１．５ｍと厚

かった。

Ｓ－２の油層を採取して行ったＧＣ－ＦＩＤによる油種分析は，ガソ

リンとの結果が得られた。

カ 申請人土地の浄化工事の再開〔甲１７ないし２８〕

（ｱ） 本件浄化工事は，平成２０年８月３０日以降，鋼矢板が打設されたま

ま中断されていたが，平成２１年１月５日，対策の内容を変更して再開

された。新たな対策は，申請人土地中央部及び北東部の合計２８か所に

おいて，地下水を揚水し油分を回収するための井戸（以下「回収井戸」

という。）を設置して揚水を行い，土壌及び地下水のベンゼン濃度を低

減させるとともに，ＪＳＧ工法（地中にロッドを挿入し，その先端から

超高圧で硬化剤と空気を噴射し，回転させながら引き上げることにより

直径１ｍから２ｍの円柱状の固結体を造成し地盤を改良する工法を指す。

以下，ＪＳＧ工法により造成された固結体を「改良体」という。）を施

工した上，順次，地下３ｍまでの土壌を掘削除去し，良質土に置換する

というものであった。

回収井戸の設置箇所及びＪＳＧ工法の施工箇所はおおむね別紙６記載

のとおりである。



15

（ｲ） 回収井戸による揚水及びＪＳＧ工法は，平成２１年２月９日以降，順

次施工されていった。ＪＳＧ工法による改良体の造成深度は場所によっ

て異なっていたところ，本件排水路との敷地境界では，地下１ｍから９

ｍの深度において改良体が造成された。

（ｳ） 平成２１年３月末には回収井戸による揚水が終了し，続いて，同年５

月１２日にはＪＳＧ工法の施工が終了した。揚水量やそれに含まれてい

た油分量は明らかでない。

（ｴ） その後，平成２１年５月１８日から同年６月１２日にかけて土壌の掘

削除去，良質土への置換が行われ，さらに，同月１５日から１８日にか

けて鋼矢板の抜去が行われ，本件浄化工事において予定された対策工事

が全て終了した。

キ 本件排水路及び周辺土地の調査（平成２３年１１月から１２月）〔甲１

３〕

申請人は，平成２３年１１月２８日から１２月７日にかけて，ｋｋ株式

会社に委託して，本件排水路及びその周辺土地の汚染状況の把握を目的と

する調査を行った（以下「平成２３年１１月調査」という。）。その方法

及び結果は以下のとおりである。

（ｱ） 方法

調査対象は，本件排水路，ｃｃ土地，ｄｄ土地及び申請人土地東側の

土地であり，これら土地の１１か所においてボーリングを行い，全地点

で土壌及び地下水を採取し，ベンゼンの定量分析を行った。定量分析の

方法は，土壌，地下水いずれもＨＳ－ＧＣ法が用いられた。

また，地下水については，今回及び平成２０年１１月調査における調

査地点のボーリング孔内の油層厚の計測を行った。

調査地点はおおむね別紙８記載のとおりである。

（ｲ） 結果
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土壌及び地下水のベンゼン濃度，孔内水位，油層厚は別紙８記載のと

おりであり，土壌については，Ｂ－２，８，１１において深度方向で広

範囲にベンゼンが検出された一方で，Ｂ－３，５ないし７，９，１０で

は比較的深部（地下５ｍから８ｍの間）のみからベンゼンが検出された。

Ｂ－１，４のベンゼンはいずれも定量下限値未満であった。

地下水については，Ｂ－４を除き，いずれの地点からも全体的に高濃

度のベンゼンが検出され，基準値未満のものはＢ－１のみであった。

また，油層厚については，Ｂ－３，６，８，Ｓ－２で，１．２ｍ前後

の油層厚が確認され，その他の地点では確認されなかった。

ク 被申請人ら土地等の調査（平成２４年１月から２月）〔甲１４〕

申請人は，平成２４年１月２３日から２月３日にかけて，ｋｋ株式会社

に委託して，平成２３年１１月調査の結果を踏まえた被申請人ら土地及び

申請人土地東側の土地の汚染状況の把握を目的とする調査を行った（以下

「平成２４年１月調査」という。）。その方法及び結果は以下のとおりで

ある。

（ｱ） 方法

被申請人ら土地及び申請人土地東側の土地９か所においてボーリング

を行い，全地点で土壌及び地下水を採取し，それぞれベンゼンの定量分

析を行った。定量分析の方法は，土壌，地下水いずれもＨＳ－ＧＣ法が

用いられた。

また，地下水については，今回の調査，平成２０年１１月調査及び平

成２３年１１月調査における調査地点のボーリング孔内の油層厚の計測

を行ったほか，１か所で油層を採取し，ＧＣ－ＦＩＤによる油種分析を

行った。

調査地点はおおむね別紙９記載のとおりである。

（ｲ） 結果
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土壌及び地下水のベンゼン濃度，孔内水位，油層厚は別紙９記載のと

おりであり，土壌のベンゼンについては，追Ｂ－１ないし３，５におい

て地下１ｍ以深で広範囲に検出されたほか，追Ｂ－６では地下１ｍから

３ｍにかけて検出された。他方，追Ｂ－７ないし９では定量下限値未満

であった。

地下水については，追Ｂ－１ないし９では，追Ｂ－８，９を除いた全

ての地点からベンゼンが検出され，特に追Ｂ－２ないし７では基準値の

１３倍から２５０倍程度の高濃度のベンゼンが検出された。

油層厚については，追Ｂ－２，５，Ｓ－２，Ｂ－３，６，８で０．８

ｍ程度，追Ｂ－３で０．００３ｍの油層厚が確認され，その他の地点で

は確認されなかった。

追Ｂ－２の油層を採取して行ったＧＣ－ＦＩＤによる油種分析は，ガ

ソリンとの結果が得られた。

ケ 被申請人ら土地等の調査（平成２６年２月から３月）〔職１〕

裁定委員会は，平成２６年２月２０日から３月４日にかけて，ｎｎ株式

会社に委託して，被申請人ら土地の汚染状況の把握並びに同土地，本件排

水路及び申請人土地東側の土地の地下水の汚染状況等の把握を目的とする

調査を行った（以下「平成２６年２月調査」という。）。土壌及び地下水

に関する調査の方法及び結果は以下のとおりである。

（ｱ） 方法

ｄｄ土地７か所においてボーリングを行い，うち５か所で土壌を採取

し，ベンゼンの定量分析を行った。定量分析の方法は，ＨＳ－ＧＣ法が

用いられた。

また，地下水については，上記のボーリング箇所及び過去の調査地点

のボーリング孔内を対象として地下水を採取し，土壌と同様にベンゼン

の定量分析を行うとともに，油層厚の計測を行った。



18

さらに，土壌及び地下水につき，ＧＣ－ＦＩＤによる油種分析を行っ

た。

調査地点はおおむね別紙１０記載のとおりである。

（ｲ） 結果

土壌については，各調査地点を全体として見ると，地下１ｍから１０

ｍの広い範囲でベンゼンが検出されており，特に地下１ｍから６ｍにか

けては比較的高濃度のベンゼンが検出された。

地下水については，ＢＢ－６，７では地下水が確認されなかったため，

欠測となった。その他の調査地点では，Ｓ－３，４，Ｂ－４を除く全地

点でベンゼンが検出されており，特に，ＢＢ－１，３ないし５，Ｓ－２，

Ｂ－２，５ないし８では基準値の１００倍前後の高濃度のベンゼンが検

出された。

ＧＣ－ＦＩＤによる油種分析は，土壌及び地下水とも，ほぼ全調査地

点でガソリンとの結果が得られた。

コ 被申請人ら土地の地下水位及び土壌水分の連続測定（平成２６年３月か

ら１１月）〔職１ないし３〕

裁定委員会は，平成２６年３月５日から１１月２日にかけて，ｎｎ株式

会社に委託して，ｄｄ土地において油分が地下水面より浅い深度に上昇す

る可能性の有無を検討するため，ｄｄ土地の地下水位及び土壌水分の連続

測定を行った（以下「本件連続測定」という。）。その方法及び結果は以

下のとおりである。

（ｱ） 方法

ａ 土壌水分

平成２６年３月５日から８月２日まで，ｄｄ土地の追Ｂ－２（別紙

１０参照）付近の地下０．２ｍ，１ｍ，３ｍにそれぞれ土壌水分計を

設置し，土壌水分の連続測定を行った。
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ｂ 地下水位

平成２６年３月５日から１１月２日まで，ｄｄ土地のＢＢ－６，７，

Ｂ－８，追Ｂ－２，３（別紙１０参照）の５か所において，絶対圧型

水位計を設置して地下水位の連続測定を行った。なお，観測孔の深度

は，ＢＢ－６，７が地下４ｍ，それ以外が地下１０ｍとされた。

（ｲ） 結果

ａ 土壌水分

地下０．２ｍと地下１ｍの土壌水分については，降雨時には土壌水

分が上層から下層に向かって移動し，晴天が数日続くと下層から上層

に向かって移動する現象が確認され，乾燥と降雨により上下に移動し

ていることが認められたが，測定期間中においては，地下３ｍの土壌

水分が地下１ｍまで上昇する現象は確認されなかった。

ｂ 地下水位

深度１０ｍの観測孔における地下水位はおおむね地下４ｍ前後であ

り，降雨の影響で前後し，最大で地下３ｍまで上昇することが確認さ

れた。

深度４ｍの観測孔における地下水位は，晴天時には確認されないが，

一定程度の降雨が続いた際に確認されることがあり，最大で地下１ｍ

まで上昇することが確認された。ただし，地下１ｍまでの地下水位の

上昇については降雨により生じた宙水の影響がうかがわれた。

また，ＢＢ－６，７の地下水位の変化は一様ではなく，降雨時の地

下水位の上昇の仕方には差があった。

なお，平成２６年３月４日，ＢＢ－１ないし７，Ｓ－１ないし４，

Ｂ－１ないし１１，追Ｂ－１ないし９において地下水位の一斉観測を

行ったところ，被申請人ら土地を北から南に向かう地下水の流向が観

測されたが，動水勾配は１００００分の８と緩やかであり，地下水は
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滞留しやすい状況であった。

⑵ 本件各土地の時間経過による汚染状況の変化

ア 上記(1)ウ(ｲ)記載の平成２０年３月調査の結果及び上記(1)コ(ｲ)記載の

本件連続測定の結果を踏まえると，本件各土地の地下水の流向は，いずれ

もおおむね北西から南東又は北から南に向かっていることがうかがわれる

ものの，その動水勾配は非常に小さく，地下水の動きは緩やかで滞留が生

じやすいことが認められる。

イ 申請人土地について見ると，申請人土地中央部におけるガソリンの漏え

いは，遅くとも本件給油所の営業が終了した平成１３年５月頃には終了し

ていたと考えられるところ，申請人土地における調査（認定事実⑴アない

しウ記載の平成１９年２月調査，平成１９年１２月調査，平成２０年３月

調査を指す。以下「申請人土地調査」という。）が行われたのはそれから

５年９か月から６年１０か月が経過した後であったが，平成１９年２月調

査では汚染源である配管付近の土壌のベンゼン濃度は高く（別紙３記載の

Ｎｏ１参照），かかる状況は平成１９年１１月調査及び平成２０年３月調

査でも変わらず（別紙４記載のＮｏ１，１－１，別紙５記載のＴＢ－４，

７参照），油層厚も依然として配管が設置されていた箇所付近で確認され

ていた（別紙５記載のＴＢ－４，６，７参照）。このことからすると，申

請人土地の時間経過による土壌汚染及び水質汚濁の状況変化は極めて緩や

かと評価できる。

ウ 被申請人ら土地について見ても，本件給油所の営業終了から７年６か月

後（仮に申請人の主張するように昭和５４，５年頃にｄｄ土地に廃油等が

廃棄されたとすると，その頃から約２９，３０年後）の平成２０年１１月

調査では，本件排水路の土壌及び地下水から高濃度のベンゼンと約１．５

ｍの油層厚が確認されており（別紙７記載のＳ－２参照），平成２３年１

１月調査，平成２４年１月調査，平成２６年２月調査を経ても，別紙７記
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載のＳ－２地点では，依然として高濃度のベンゼンと約１．２ｍの油層厚

が確認されていた（別紙８ないし１０記載のＳ－２参照）。また，被申請

人ら土地の調査が行われたのは平成２３年１１月，平成２４年１月，平成

２６年２月と，本件給油所の営業終了から１０年以上経過した後（昭和５

４，５年からは約３２，３年以上経過後）であったが，各調査期間を通じ

て調査地点の土壌汚染及び水質汚濁の状況に顕著な変化は見られず，被申

請人ら土地の北側敷地境界付近では，平成２６年２月調査になって初めて

油層が確認されたり（別紙１０記載の追Ｂ－１），平成２４年１月調査と

比較してより厚い油層が確認されるようになった地点が認められ（別紙９，

１０記載の追Ｂ－３），このことからすると，被申請人ら土地の時間経過

による土壌汚染及び水質汚濁の状況変化も極めて緩やかと評価できる。

エ したがって，本件各土地では，局所的には地下水位や土壌水分の短期的

変動が認められ，汚染状況に変化が生じている場所があるものの，全体と

して，汚染物質の移流拡散は緩やかで，長期間にわたり本件各土地内に滞

留しているものと認められる。

２ 因果関係についての判断

⑴ 申請人土地中央部から被申請人ら土地にかけての汚染状況

ア ｏｏ作成に係る意見書〔甲３０の１。以下「ｏｏ意見」という。〕は，

要旨，本件各土地の汚染状況の各調査は，実施時期が最大で７年離れてい

ること，調査範囲が部分的であり全体的・一括的な調査が行われていない

こと，申請人土地では平成２１年にＪＳＧ工法が施工され地盤性状に極端

な変化が生じたことといった問題が認められるので，一連の調査結果を一

体的に評価することには疑問があると指摘する。

この点，申請人土地での本件浄化工事は，申請人土地の地盤の性状に変

化を与えた可能性は指摘できるものの，申請人土地調査は本件浄化工事以

前に行われているから，申請人土地調査の結果の評価に影響を及ぼすもの
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ではなく，また，上記のとおり，本件各土地の土壌汚染及び水質汚濁は時

間経過による変化が極めて緩やかであることからすると，本件各土地の調

査結果については，調査時期が隔たっていることをもって直ちに別異な評

価をすべきものとはいえず，仮に，本件浄化工事が本件排水路やこれに近

接するｄｄ土地の一部について，その地盤や地下水の状況に変化をもたら

した可能性は考えられるとしても，これらの地点についての検討は，そう

した可能性があることを踏まえて行えばよいから，本件浄化工事後に実施

された調査であることのみをもって，その調査結果を過去の調査結果との

比較検討に用いることが許されなくなるものとまではいえない。

したがって，上記の点に係るｏｏ意見は採用できない。

イ 以上を踏まえ，申請人土地中央部から被申請人ら土地にかけての汚染状

況の連続性について検討する。

まず，申請人土地中央部について見ると，申請人土地調査によれば，申

請人土地の地下タンクが設置されていた箇所の東側から給油口が設置され

ていた箇所にかけての土壌からは，広範囲に高濃度のベンゼンが検出され

ていることが認められる（別紙３記載のＮｏ１，別紙４記載のＮｏ１，１

－１，別紙５記載のＴＢ－４，６，７）。特に，申請人土地中央部（別紙

５記載のＴＢ－４を指す。以下同じ。）では，地下４ｍの土壌から基準値

の１６０倍の高濃度のベンゼンが検出され，油分についてはガソリンであ

るとの分析結果が得られたほか，その地下水からは基準値の６５０倍の高

濃度のベンゼンが検出され，０．５ｍの油層が確認されている。また，上

記各調査地点の周辺部の土壌（別紙３記載のＮｏ２，３，別紙４記載のＮ

ｏ１－２，２－１，２－２，Ｎｏ３，３－１，３－２，３－３）の地下１

ｍから２ｍでは，上記各調査地点ほどではないもののベンゼンが検出され

ており，地下水についても，申請人土地の南東部（別紙４記載のＮｏ２，

別紙５記載のＴＢ－６ないし８）及び中央部（別紙４記載のＮｏ３）にか
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けてベンゼンが検出され，油層も認められている（別紙５記載のＴＢ－６

ないし８）。以上によれば，これらの土壌及び地下水の汚染は，申請人土

地中央部を中心に一定程度の広がりをもって拡散していると評価できる

（なお，申請人土地調査は，本件解体工事後に行われたものであるが，本

件解体工事においては，建物の基礎杭や地下タンク等の地下埋設物の撤去

が行われたほかは地下２ｍ以深において土壌に大きな変状をもたらす作業

は行われていないと考えられるから（前提事実⑴ア(ｴ)），本件解体工事か

らは，上記判断を左右する事情はうかがわれない。）。

ウ 次に，申請人土地中央部から北東部や本件排水路，被申請人ら土地にか

けての汚染状況をみると，申請人土地中央部から北東部にかけては，別紙

４記載のＮｏ１，１－１，１－２，別紙５記載のＴＢ－２，３，６，Ｗ－

１，Ｗ－１’の各調査地点のおおむね地下３ｍから６ｍの深度を中心とす

る土壌及び地下水からベンゼンが検出されていることから，申請人土地中

央部から北東部にかけての土壌汚染及び水質汚濁は連続していると評価で

きる。また，申請人土地北東部から被申請人ら土地にかけても，別紙５記

載のＷ－１，Ｗ－１’，別紙７記載のＳ－２，別紙８のＢ－６，Ｂ－８の

各調査地点のおおむね地下３ｍから６ｍの深度を中心とする土壌及び地下

水からベンゼンが検出されていることから，申請人土地北東部から被申請

人ら土地にかけての土壌汚染及び水質汚濁は連続していると評価できる

（なお，別紙７記載の平成２０年１１月調査及び別紙８記載の平成２３年

１１月調査は，本件浄化工事開始後又は本件浄化工事完了後に行われたも

のであるが，本件全証拠を精査しても，これらが上記判断を左右する事情

になることをうかがわせる具体的な証拠はない。）。

エ 以上を踏まえると，申請人土地中央部から被申請人ら土地にかけてのベ

ンゼン及びガソリンを主体とする土壌汚染及び水質汚濁は，申請人土地中

央部から申請人土地北東部，本件排水路を介して被申請人ら土地まで連続
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していると認めることができる。

⑵ 申請人土地中央部から被申請人ら土地への汚染物質の移流拡散の可能性

ア 汚染物質の水平方向への移流拡散の可能性について

（ｱ） 申請人は，汚染物質が申請人土地中央部から地下水流に逆らって被申

請人ら土地に向かって移流拡散するとは考えられない旨主張しているた

め，上記⑴の検討結果を踏まえ，申請人土地中央部の汚染物質が被申請

人ら土地に向かって移流拡散する可能性があるか検討する。

（ｲ） まず，本件各土地で観測された地下水の流れは極めて緩やかであるこ

と（認定事実⑵）に加えて，これまでの調査結果〔甲５，１０ないし１

４，職１ないし３〕によれば，本件各土地における地下水の分布やその

前提となる地層の状況は一様でなく，相当不均質であることがうかがわ

れることを踏まえると，本件各土地の汚染状況を地下水の流向によって

説明することはできないと考えられる。

すなわち，申請人土地における時間経過による汚染状況の変化は緩や

かであり，その汚染の広がりを見ても，申請人土地中央部から北東部に

かけてベンゼン及びガソリンを主体とする土壌汚染及び水質汚濁の広が

りが認められる一方で，申請人土地の東側，西側及び南側にかけてはこ

のような汚染の広がりが限定的にしか認められず（別紙３ないし５，８

ないし１０参照），地下水の流向に沿った汚染の移流拡散傾向はうかが

われない。また，被申請人ら土地においても，時間経過による汚染状況

の変化は緩やかである上，平成２６年２月調査になって初めて同土地北

側の地点（別紙１０記載の追Ｂ－１）で油層が確認されるなど地下水の

流向とは整合しない汚染状況の変化が認められ（認定事実⑵ウ），地下

水の流向に沿った汚染物質の移流拡散傾向はうかがわれない。

したがって，地下水の流向に逆らって汚染物質が移動する可能性はな

いとする申請人の主張は採用できない。
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（ｳ） さらに進んで申請人土地中央部に設置されていた配管等から漏えいし

た汚染物質が被申請人ら土地に移流拡散する機序について検討するに，

本件で移流拡散の可能性が問題となっている汚染物質は水よりも比重が

軽いガソリン（及びこれに含まれるベンゼン）であり，かかる汚染物質

が原液状で地下に浸透した場合，地下水上面に油層を形成し（このこと

は本件各土地において地下水上面に油層が確認されていることからも明

らかである。），地層の状況に応じて変化する地下水上面を様々に拡散

していく可能性がある。また，自然環境（雨季と乾季の季節変動，台風

や大雨等）又は各種工事に伴う地下水位や水理条件の変化によって地下

水又は土壌水分が移動するのに伴い，汚染物質が移流拡散する可能性も

考えられる。

以上に加えて，本件各土地は地下水の滞留が生じやすい地質を備えて

いること，地下水の存在する砂礫層の透水係数は相当大きいと考えられ

ることを併せ考慮すると，申請人土地中央部に存在する汚染物質は，上

述した機序によって，被申請人ら土地に向かって移流拡散する可能性が

あると認められる。なお，以上の理は，仮に本件各土地の地下水の流向

が一様に北から南又は北西から南東に向かって流れているとしても，そ

の流れが極めて緩やかであることを踏まえれば，同様に妥当するという

べきである。〔職４，５〕

以上によれば，申請人土地中央部に生じた汚染が，被申請人ら土地に

向かって移流拡散する可能性はあると認められる。

（ｴ） また，申請人は，申請人土地中央部に設置されていた配管からガソリ

ンが漏えいして被申請人ら土地に移流拡散した場合，ガソリンは申請人

土地中央部から同心円状に移流拡散するはずであり，被申請人ら土地に

向かって帯状に移流拡散していく可能性を示す証拠はないと主張し，こ

れに沿うｏｏ意見を証拠として提出している。
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しかしながら，汚染物質が同心円状の広がりを示して拡散するのは当

該地の地質がおおむね均質である等の一定条件を備えていることを前提

とするものであるところ，本件各土地が全体としてかかる前提を備えて

いることを認めるに足りる証拠はない。

したがって，上記の点に関する申請人の主張及びｏｏ意見はいずれも

採用できない。

（ｵ） このほか，申請人は，本件浄化工事における鋼矢板の打設やＪＳＧ工

法の施工によって，被申請人ら土地への汚染物質の移流拡散が生じる可

能性はない旨主張し，ｐｐ作成の意見書〔甲２９。以下「ｐｐ意見」と

いう。〕を提出している。

既に述べたところに照らすと，本件浄化工事以前の段階でも，自然環

境による水理条件の変化により被申請人ら土地に汚染物質が移流拡散す

る可能性があると認められるところ，後記⑶のとおり，申請人土地にお

ける事業活動と本件汚染との間に因果関係があることを推認するにはか

かる可能性が認められることで足りるから，本件浄化工事による汚染物

質の移流拡散の可能性の有無は，申請人土地における事業活動と本件汚

染との間に因果関係があるとする判断を左右するものではないが，念の

ため，この点についても検討する。

まず，申請人は，ｐｐ意見をもって本件浄化工事による汚染物質の移

流拡散の可能性がないことの裏付けとしているが，ｐｐ意見はそもそも

これらの工事により移流拡散が生じる可能性を否定していない（「殆ど

無いと思料致します。」と述べるにとどまっている。）。また，一般的

に鋼矢板を打設する目的の一つには地下水による汚染の拡散等の防止が

考えられることに加え，本件浄化工事において鋼矢板の打設が中止され

たのは鋼矢板の打設により申請人土地での異臭騒ぎが生じた可能性を考

慮したものであったことからすると（認定事実⑴エ(ｲ)，甲２８），鋼矢
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板の打設が周辺の水理条件に影響を与えた可能性は否定できない。さら

に，ＪＳＧ工法については，切削された土壌やこれに含まれる地下水の

全てがエアーリフト作用により上部に排出されるとまでは認められない

し，造成された改良体自体は地下水を通さないと考えられること〔甲２

２〕からすると，施工の過程で申請人土地の地質に変化が生じることは

もちろん，水理条件についても変化が生じる可能性は否定できない。し

たがって，本件浄化工事によって被申請人ら土地へ汚染物質が移流拡散

する変化が生じた可能性はあるというべきである（ただし，本件汚染が

形成された時期は本件全証拠によっても明らかでなく，本裁定は，本件

汚染が形成された具体的原因や時期を特定するものではない。）。

以上によれば，本件浄化工事による汚染物質の移流拡散の可能性がな

いとする申請人の主張は理由がない。

イ 汚染物質の上部粘性土層への移流拡散の可能性について

（ｱ） 次に，申請人は，被申請人ら土地の土壌汚染について汚染物質が重力

に逆らって上部粘性土層へ移流拡散するという現象はおよそ起こり得な

い旨主張しているため，汚染物質が被申請人ら土地の上部粘性土層に移

流拡散する可能性について検討する。

（ｲ） 汚染物質が下方から上方に移流拡散する機序としては，地下水上面に

存在する汚染物質が地下水位の上昇に伴って移動する可能性のほか，土

壌水分は全水頭（圧力水頭と位置水頭の和）の高い方から低い方に移動

するため，不飽和層においても，上層土壌の土壌水分の全水頭が下層土

壌のそれよりも低い場合には，土壌水分の移動に伴い，汚染物質が下方

から上方に移流拡散する可能性があると考えられる。〔職１，２〕

この点，上記認定事実⑴コ(ｲ)によれば，本件連続測定のうち，土壌水

分の測定では地下３ｍ付近の土壌水分が地下１．０ｍまで上昇する現象

は確認されなかったものの，地下１．０ｍの土壌水分が地下０．２ｍま
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で上昇する現象が確認された。また，地下水位の測定では，地下１０ｍ

の観測孔において，地下４ｍ前後の地下水が最大で地下３ｍまで上昇す

る現象が確認され，地下４ｍの観測孔では，降雨により生じたと考えら

れる宙水の影響により地下１ｍまで地下水位が上昇する現象が確認され

た。

これらの本件連続測定の結果は，それぞれの現象単独では地下水上面

付近（地下４ｍ前後）から地下１ｍまでの汚染物質の移流を説明できる

ものではないが，いずれも地下水上面付近の汚染物質がその上部へと移

流する現象が生じ得ることを示すものであり，本件連続測定が限られた

地点及び期間において実施されたものにすぎないことからすれば，過去

にこれらの現象が複合的に生じるなどして地下水上面の汚染物質がその

上部へと移流する現象が生じた可能性はあると考えられる。そして，仮

に被申請人ら土地の土壌汚染が別紙９記載の追Ｂ－２の地下２ｍ付近又

は追Ｂ－５の地下４ｍ付近といった高濃度のベンゼンが検出された地点

を汚染源とするものであり，かつ，汚染物質がこれらの地点より上部に

移流する現象が起こり得ないとすれば，別紙８記載のＢ－８や，別紙９

記載の追Ｂ－１，３，６といった被申請人ら土地の各地点における地下

１ｍから２ｍにかけての土壌汚染の発生原因や，ベンゼン濃度の分布が

地下１ｍから深部にかけて高くなっている理由を説明することは困難で

ある。〔職４，５〕

したがって，汚染物質が被申請人ら土地の上部粘性土層に移流拡散す

る可能性はあると認められ，これに反する申請人の主張及びｏｏ意見は

採用できない。

⑶ 小括

以上によれば，申請人土地中央部のベンゼン及びガソリンを主体とする土

壌汚染及び水質汚濁は，被申請人ら土地に移流拡散する可能性があると認め
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られる。

そして，以上検討したところに加え，上記⑴イのとおり，申請人土地中央

部を中心とするガソリンの漏えいによる土壌汚染及び水質汚濁は，申請人土

地の広範囲の土壌及び地下水から高濃度のベンゼンが検出され，地下水から

は油層が確認される大規模なものであること，本件各土地の汚染はいずれも

ガソリンを主体とするものであるところ，本件各土地及び本件排水路はもと

より，これらの土地周辺においても，過去にガソリンを取り扱っていた土地

や施設，ガソリンの大量流出事故は確認されておらず〔甲５〕，本件給油所

以外に，本件汚染の原因となる客観的な要因は見当たらないことを併せ考慮

すれば，本件汚染（認定事実⑴キないしケ）は，申請人土地中央部を中心と

するガソリンの漏えいによって生じたものと推認できる。

⑷ 他原因（ｄｄ土地における汚染源）の存否について

ア 申請人は，上記の推認を覆す事実として他原因の存在，具体的には，本

件各土地の汚染状況に照らすと，ｄｄ土地の上部粘性土層に埋設された汚

染源の存在が推認でき，これが本件汚染の原因である旨主張しているので

以下，検討する。

，

イ(ｱ) まず，申請人が主張するｄｄ土地の造成時に廃油等が埋設されたこと

を直接裏付ける証拠はない。

なお，申請人は，別紙１０記載のＢＢ－１の地下４ｍから軽油成分が，

ＢＢ－３の地下１ｍから軽油及び残油成分が検出されたことをもってｄ

ｄ土地中央部に別の汚染原因があると主張しているが，ＢＢ－１につい

てみれば，その量は定量下限値ぎりぎりの微量であり，同地点の他の深

度や他の地点では同種の成分が検出されていない。また，ＢＢ－３の軽

油及び残油はいずれも微量しか検出されていない上，同地点の深部や他

地点で同様の成分が検出された地点は見られない。これらの油種分析は，

炭素数により，ガソリンの炭素範囲，軽油の炭素範囲，残油の炭素範囲
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の３つの炭素範囲（画分）に区分し，炭素範囲毎にクロマトグラムのピ

ークパターンや濃度を比較することで油種の同定を行うものであるとこ

ろ，上記の軽油及び残油の検出量はいずれも微量であり土壌中の腐植成

分を検出した可能性等その他の原因が考えられる上，他の地点の土壌及

び地下水からは同様の成分が検出されていないことからすると，これら

の軽油又は軽油及び残油成分が，広範囲に土壌汚染及び水質汚濁を発生

させる原因となるような汚染源の存在をうかがわせるようなものとは到

底いえない〔職１，４，５〕。

（ｲ） 次に，本件各土地の汚染状況を見ると，ｄｄ土地の土壌では，別紙８

記載のＢ－８，別紙９記載の追Ｂ－２，５，別紙１０記載のＢＢ－１に

おいて高濃度のベンゼンが検出されているが，平成２３年１１月調査で

は，別紙８記載のとおり，Ｂ－８の南側（Ｂ－８から見て申請人土地方

向）に位置するＢ－２の地下３ｍから７ｍ，Ｂ－３の地下６ｍから８ｍ，

Ｂ－６の地下６ｍから７ｍにおいても比較的高濃度のベンゼンが検出さ

れており，その濃度はＢ－８と比較して有意に低いといえるほどのもの

ではない。

そして，別紙８記載のＢ－３，６，８，Ｓ－２といったｄｄ土地から

本件排水路に向かう南北の地下水では約１ｍの油層厚が共通して確認さ

れている一方で，東西方向の調査地点（Ｂ－１，４，５，７，Ｓ－１，

３，４）では油層厚が確認されておらず，その後の平成２４年１月調査

では，別紙９記載のとおり，平成２３年１１月調査と同様の地点（Ｂ－

３，６，８，Ｓ－２）で同程度の油層厚が確認されており，平成２６年

２月調査においても別紙１０記載のとおり，同様に油層厚が確認されて

いる。

また，被申請人ら土地及び本件排水路さらには申請人土地東側の土地

の地下水からは，広範囲にわたり，相当高濃度のベンゼンが不規則に検
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出されている一方で（別紙８ないし１０参照），ＴＰＨ濃度については

全体的に大きな差がなく，油種もガソリンであり共通している〔職１〕。

さらに，調査時期は離れているものの，平成２０年１１月調査では，

別紙７記載のとおり，Ｓ－２の地下水から基準値の９６０倍のベンゼン

及び１．５３０ｍの油層厚が確認され，Ｓ－３の地下水からも基準値の

２７０倍のベンゼン及び１．５１５ｍの油層厚が確認されるという結果

が得られたのに対し，その後の調査では，Ｓ－２のベンゼン濃度は基準

値の１４０倍まで減少し，油層厚も１．３０７ｍ，０．８８９ｍ，１．

１９０ｍと平成２０年１１月調査と比較し低減する傾向が見られ（別紙

８ないし１０参照），Ｓ－３においては平成２３年１１月調査以降，油

層厚が確認されなくなり，ベンゼンも検出されなくなっている（別紙８

ないし１０参照）。

（ｳ） 以上を踏まえ，申請人がその主張の裏付けとして提出したｏｏ意見に

ついてみると，ｄｄ土地全体の汚染状況から考察しても，必ずしもｏｏ

意見が指摘するように別紙９記載の追Ｂ－２又は追Ｂ－５を中心とした

汚染状況を示しているとはいえず，むしろ，本件排水路からｄｄ土地の

北側敷地境界にかけての土壌においては広い範囲で相当高濃度のベンゼ

ンが分布し，油層厚もこれに沿う形で存在していると評価できる。

また，ｏｏ意見は， 別紙８記載のＢ－６，別紙９記載の追Ｂ－１ない

し３，５，別紙１０記載のＢＢ－１，３では，地下水位の地下４ｍ付近

を境に飽和帯より不飽和帯のベンゼン濃度の方が明らかに高い傾向を見

て取ることができるとしているが，これらの地点に近い別紙８記載のＢ

－８，別紙１０記載のＢＢ－４では地下水面下の下部砂質土層において

高濃度のベンゼンが検出されているほか，別紙８記載のＢ－６，別紙９

記載の追Ｂ－３，別紙１０記載のＢＢ－１，３は飽和帯より不飽和帯の

ベンゼン濃度の方が明らかに高いといえるほどの差があるとは言い難く，



32

これをもってｄｄ土地の特定の地点を汚染源とする一様な汚染状況が示

されているとまでは評価できない。

以上によれば，他原因の存在を直接裏付ける証拠がない本件において，

ｄｄ土地の汚染状況について，別紙９記載の追Ｂ－２又は追Ｂ－５を汚

染源として不飽和帯から下層に浸透，拡散した状況が見て取れるとする

ｏｏ意見のみから汚染源の存在を推認することはできない。

ウ したがって，ｄｄ土地の汚染状況からは同土地の上部粘性土層に埋設さ

れた汚染源の存在は推認できず，本件排水路から申請人土地の汚染状況を

踏まえても他にこれを推認するに足りる事実は認められないから，本件汚

染の原因としてｄｄ土地の上部粘性土層に埋設されたガソリンを含む廃油

等の存在を推認することはできない。

⑸ 以上検討したところによれば，本件汚染は，申請人土地中央部を中心とす

るガソリンの漏えいによって生じたものと推認されるところ，本件各土地の

性状，汚染状況及び想定されるガソリンの移流拡散の機序等に照らしても，

かかる推認を覆すに足りる事情は認められない。したがって，本件汚染は，

申請人の事業活動等によって生じたものと認められる。

第４ 結論

よって，本件裁定申請はいずれも理由がないから棄却することとし，主文の

とおり裁定する。

平成２８年８月１９日

公害等調整委員会裁定委員会

裁定委員長 富 越 和 厚
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裁 定 委 員 髙 橋 滋

裁 定 委 員 富 樫 茂 子

（別紙省略）




